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　本
市
の
令
和
元
年
度
の
決
算
が
９
月

定
例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　昨
年
度
は
ど
れ
く
ら
い
の
収
入
が
あ

り
、
ど
の
よ
う
な
目
的
に
使
わ
れ
て
い

た
の
か
、
決
算
の
概
要
と
財
政
状
況
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　令
和
元
年
度
に
一
般
会
計
に
入
っ
た

お
金（
歳
入
）は
４
９
５
億
６
０
７
７
万

円
。
こ
の
中
か
ら
使
っ
た
お
金（
歳
出
）

は
４
８
１
億
４
１
５
８
万
円
で
、
差
し

引
き
額
は
14
億
１
９
１
９
万
円
に
な
り

ま
し
た
。

　歳
入
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、

自
主
財
源
の
代
表
的
な
も
の
で
あ
る

市
税
は
５
８
７
２
万
円
（
０
・
５
㌫
）

増
加
し
ま
し
た
が
、
自
主
財
源
全

体
で
は
繰
越
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り

１
億
９
８
３
８
万
円
（
１
・
２
㌫
）
減

少
。
依
存
財
源
の
代
表
的
な
も
の
で
あ

る
地
方
交
付
税
は
１
１
３
８
万
円（
０
・

１
㌫
）
減
少
し
ま
し
た
。
歳
入
全
体
で

は
、
４
億
５
４
６
８
万
円
（
０
・
９
㌫
）

減
少
し
ま
し
た
。

　歳
出
を
性
質
別
で
前
年
度
と
比
較

す
る
と
、
義
務
的
経
費
は
、
認
定
こ

ど
も
園
や
小
規
模
保
育
事
業
所
な
ど

項目 元年度 構成比 増減額 増減率

自
主
財
源

市税 113億8,010 23.0％ 5,872 0.5％

繰
越
金
な
ど

繰入金 16億4,871 3.3％ 2億  451 14.2％

繰越金 13億4,311 2.7％ △6億1,765 △31.5％

諸収入 8億9,424 1.8％ △6,830 △7.1％

使用料及び手数料 6億7,448 1.4％ △2,051 △3.0％

寄附金 6億3,088 1.3％ 4億3,803 227.1％

分担金及び負担金 3億9,635 0.8％ △1億2,867 △24.5％

財産収入 6,614 0.1％ △6,451 △49.4％

小　計 170億3,401 34.4％ △1億9,838 △1.2％

依
存
財
源

地方交付税 137億7,164 27.8％ △1,138 △0.1％

市債 61億7,250 12.5％ 3億1,520 5.4％

国庫支出金 60億8,073 12.3％ △3億1,270 △4.9％

県支出金 36億7,645 7.4％ △1億3,721 △3.6％

そ
の
他

地方消費税交付金 16億1,081 3.3％ △1億9,963 △11.0％

地方譲与税 8億6,696 1.7％ 1,687 2.0％

地方特例交付金 1億9,445 0.4％ 1億4,186 269.7％

自動車取得税交付金 7,438 0.2％ △7,712 △50.9％

配当割交付金 2,040 0.0％ 340 20.0％

環境性能割交付金 1,828 0.0％ 1,828 皆増

交通安全対策特別交付金 1,341 0.0％ △19 △1.4％

ゴルフ場利用税交付金 1,170 0.0％ 13 1.1％

株式等譲渡所得割交付金 895 0.0％ △684 △43.3％

利子割交付金 610 0.0％ △697 △53.3％

小　計 325億2,676 65.6％ △2億5,630 △0.8％

合　計 495億6,077 100.0％ △4億5,468 △0.9％

【歳入決算額内訳】　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円） 

※端数処理の関係で構成比の計は各項目の積み上げと一致しない場合があります

用
語
解
説（
歳
入
関
係
）

▲

自主財源・依存財源／市税や施設使用料
など、市が自らの収入とすることができる
財源が「自主財源」。地方交付税、国庫・県
支出金など、国や県から交付される財源と
借入金が「依存財源」。

▲

地方交付税／市の
行政需要と財政力に応じて、国から交付さ
れるお金

▲

国庫支出金・県支出金／事業の
財源として使い道が特定された、国や県か
ら交付されるお金

▲

市債／事業を行うため
に、市が国や金融機関から借りるお金

歳入 495億6,077万円

一
般
会
計

令和元年度

決算・財政状況
をお知らせします

3 2020（R2）.10.15

項目 元年度 構成比 増減額 増減率

義
務
的
経
費

人件費 82億7,102 17.2％ 8,693 1.1％

扶助費 84億2,642 17.5％ 2億9,837 3.7％

公債費 52億8,201 10.9％ △1億7,022 △3.1％

元金 50億1,458 10.4％ △1億2,377 △2.4％

利子 2億6,743 0.5％ △4,645 △14.8％

小　計 219億7,945 45.6％ 2億1,508 1.0％

投
資
的
経
費

普通建設事業費 72億4,809 15.1％ 1億9,118 2.7％

災害復旧事業費 49 0.0％ △1億2,918 △99.6％

小　計 72億4,858 15.1％ 6,200 0.9％

そ
の
他
の
経
費

物件費 67億4,226 14.0％ 4億2,733 6.8％

補助費等 58億  910 12.1％ 2,464 0.4％

繰出金 35億8,850 7.5％ 3,520 1.0％

そ
の
他

投資及び出資貸付金 12億　354 2.5％ △3,422 △2.8％

維持補修費 8億2,465 1.7％ △1億  305 △11.1％

積立金 7億4,550 1.5％ △11億5,774 △60.8％

小　計 189億1,355 39.3％ △8億  784 △4.1％

合　計 481億4,158 100.0％ △5億3,076 △1.1％

【歳出決算額内訳】　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

※端数処理の関係で構成比の計は各項目の積み上げと一致しない場合があります

＊性質別歳出
　歳出の分類方法は、目的別と性質別があります。前者は、農林
水産業費や教育費など目的ごとに分類したもので、後者は、人件
費や普通建設事業費、物件費など性質ごとに分類したものです。

用
語
解
説（
歳
出
関
係
）

▲

義務的経費／人件費など、支出すること
が制度的に義務付けられている経費

▲
投資

的経費／道路や学校など、将来的に残るも
のに対する経費

▲

扶助費／社会保障制度の
一環として、児童・高齢者・障がい者・生活
困窮者などへの支援に要する経費

▲

公債費
／過去に借りたお金を返すための経費

▲

物
件費／施設の光熱水費や各種委託料などの
経費

▲

繰出金／一般会計から特別会計へ支
出する経費

▲
補助費等／事務組合や各種公

益団体に対する補助金などの経費

歳出 481億4,158万円

令和元年度決算・財政状況/【問い合わせ】 本館財政課（☎41-3517）

の
積
立
金
、
道
路
維
持
補
修
業
務
や
除

雪
業
務
な
ど
の
維
持
補
修
費
の
減
少
に

よ
り
、
８
億
７
８
４
万
円
（
４
・
１
㌫
）

減
少
し
ま
し
た
。
歳
出
全
体
で
は
、

５
億
３
０
７
６
万
円
（
１
・
１
㌫
）
減
少

し
ま
し
た
。

　今
後
も
、
事
業
の
優
先
度
・
緊
急
度

を
見
極
め
、
限
ら
れ
た
財
源
を
効
果
的

に
活
用
し
な
が
ら
、
戦
略
的
・
重
点
的

な
施
策
展
開
を
図
り
ま
す
。

に
対
す
る
扶
助
費
の
増
加
に
よ
り

２
億
１
５
０
８
万
円
（
１
・
０
㌫
）
増

加
。
投
資
的
経
費
は
、
災
害
公
営
住
宅

等
建
設
事
業
の
完
了
に
よ
る
減
が
あ
り

ま
し
た
が
、
道
の
駅「
は
な
ま
き
西
南
」

整
備
事
業
や
東
和
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
整
備
事
業
な
ど
を
行
っ
た
こ
と
に

よ
り
、
６
２
０
０
万
円
（
０
・
９
㌫
）
増

加
し
ま
し
た
。
そ
の
他
の
経
費
は
、
ま

ち
づ
く
り
基
金
や
財
政
調
整
基
金
な
ど

分野 事業名 金額
（単位：万円） 事業内容

し
ご
と

道の駅「石鳥谷」
施設再編事業

8,766
（1,901）

道の駅「石鳥谷」の魅力や利便性の向上を図るため、
施設再編基本構想・基本計画を策定したほか、施設の
実施設計や支障物件の撤去などを実施しました。

産業団地整備事業 9,754
二枚橋地区の産業用地開発のため、産業団地の造成工
事や周辺道路などのインフラ整備工事を進めました。

暮
ら
し

道の駅整備事業
 4億1,535  
（3,848）

道の駅を核とした地域の連携強化を図り、道路利用
者に安全で快適な交通環境を提供するため、道の駅

「はなまき西南」の施設整備を進めました。

総合花巻病院移
転整備支援事業

5億8,500
地域医療の中核を担う総合花巻病院の移転整備事業の
実現に向けた支援を行い、移転整備が完了しました。

地域医療ビジョ
ン推進事業

1,648
将来の医療供給体制を確保するため、岩手医科大学
附属病院利用者連絡バスの運行など、地域医療ビジョ
ンに掲げる施策を推進しました。

人
づ
く
り

東和コミュニティ
センター整備事業

4億4,523
東和地域の地域づくり活動や生涯学習活動などの市
民活動拠点として、東和コミュニティセンターを整
備しました。

小学生医療費助
成事業

3,048
子育て世帯の経済的負担を軽減するため、令和元年
８月から医療費助成分を控除した費用を窓口で支払
う現物給付方式を導入しました。

岩手県立大迫高
等学校生徒確保
対策事業

454
岩手県立大迫高等学校の生徒確保のため、全国から
高校生おおはさま留学生を募集し、受け入れを実施
しました。

地
域
づ
く
り

定住促進事業 5,572 

市内への移住・定住を促進するため、親世帯との同居・
近居、生活サービス拠点に住宅を取得した子育て世
帯に奨励金を交付。さらに、移住希望者に対し住宅
取得費用などの支援を行いました。

シティプロモー
ション推進事業

704
障がいのあるアーティストの作品でＪＲ花巻駅を
ラッピングする「花巻アートステーション」を実施す
るなど、新たな魅力発信を行いました。

■令和元年度の主な事業

※金額のうちカッコ書きの数値は、前年度予算から繰り越された事業の決算額です
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五
つ
の
特
別
会
計
の
決
算

　市
の
会
計
に
は
、
一
般
会
計

と
は
別
に
、
特
定
の
収
入
で
特

定
の
支
出
を
賄
う「
特
別
会
計
」

が
あ
り
ま
す
。

　こ
の
特
別
会
計
は
、
事
業
の

収
支
を
明
確
に
す
る
た
め
、
そ

れ
ぞ
れ
の
会
計
で
決
算
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

■
国
民
健
康
保
険

　加
入
者
が
納
め
る
国
民
健
康

保
険
税
や
県
か
ら
の
交
付
金
な

ど
を
主
な
財
源
と
し
て
、
医
療

給
付
や
各
種
保
健
事
業
を
実

施
。
令
和
元
年
度
の
被
保
険
者

は
１
万
９
１
２
８
人
で
前
年
度

と
比
較
し
て
７
３
６
人（
３
・
７

㌫
）減
少
し
ま
し
た
。

　市
が
支
払
う
保
険
給
付
費
は

61
億
７
１
１
２
万
円
で
、
前
年

度
と
比
較
し
て
５
０
５
０
万
円

（
０
・
８
㌫
）減
少
し
ま
し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療

　後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
や

市
の
負
担
金
を
主
な
財
源
と
し

て
、
各
種
申
請
や
届
け
出
の
受

け
付
け
、
保
険
料
の
徴
収
な
ど

を
行
い
ま
し
た（
事
務
は
、
運

営
主
体
で
あ
る
岩
手
県
後
期
高

齢
者
医
療
広
域
連
合
と
分
担
し

て
い
ま
す
）。

　令
和
元
年
度
の
被
保
険
者
は

１
万
７
６
２
７
人
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
56
人（
０
・
３
㌫
）

増
加
し
ま
し
た
。

　市
が
支
払
う
医
療
給
付
費

相
当
額
は
10
億
５
８
４
８
万

円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

３
７
１
６
万
円（
３
・
６
㌫
）増
加

し
ま
し
た
。

■
介
護
保
険

　介
護
保
険
料
や
国
・
県
・
市
の

負
担
金
な
ど
を
主
な
財
源
と
し

て
、
介
護
給
付
や
総
合
事
業
に

お
け
る
介
護
予
防
・
生
活
支
援

な
ど
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　令
和
元
年
度
末
の
65
歳
以
上

の
高
齢
者
は
３
万
２
２
５
１

人
、
本
市
の
人
口
に
占
め
る
割

合
は
34
・
１
㌫
と
な
り
、
前
年

度
と
比
較
し
て
０
・
４
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
要
介
護
な
ど
の
認

定
者
６
３
２
４
人
の
う
ち
、

５
０
９
６
人（
80
・
６
㌫
）
が
介

護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
ま
し

た
。

　

　市
が
支
払
う
保
険
給
付

費
は
95
億
５
１
３
０
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

１
億
２
０
４
８
万
円
増
加
し
ま

し
た
。

■
公
設
地
方
卸
売
市
場
事
業

　施
設
使
用
料
や
売
上
高
に
応

じ
た
使
用
料
を
主
な
財
源
と
し

て
、
公
設
地
方
卸
売
市
場
を
運

営
し
ま
し
た
。

　生
鮮
食
料
品
の
安
定
供
給
に

努
め
、
青
果
物
５
９
７
７
㌧
、

水
産
物
２
１
９
６
㌧
の
取
扱
高

が
あ
り
ま
し
た
。

■
汚
水
処
理
事
業

　公
共
下
水
道
や
農
業
集
落
排

水
の
集
合
処
理
区
域
を
除
く
地

域
を
対
象
と
し
て
設
置
し
て
い

る
、
戸
別
浄
化
槽
１
２
４
３
基

の
維
持
管
理
を
行
い
ま
し
た
。

■
下
水
道
事
業

　公
共
下
水
道
事
業
と
農
業
集

落
排
水
事
業
は
、
下
水
道
事
業

会
計
で
一
体
的
に
管
理
し
て
い

ま
す
。

　公
共
下
水
道
事
業
は
、
下
水

道
使
用
料
を
主
な
財
源
と
し
て

維
持
管
理
を
行
い
、
ま
た
、
国

補
助
金
な
ど
を
主
な
財
源
と
し

て
下
水
道
施
設
の
整
備
を
行
い

ま
し
た
。

　

　令
和
元
年
度
は
、
大
畑
地
区

や
北
湯
口
地
区
な
ど
５
地
区
で

排
水
管
の
布
設
工
事
を
行
い
、

下
水
道
整
備
区
域
を
拡
大
し
ま

し
た
。
ま
た
、
下
水
道
整
備
を

終
え
た
区
域
内
で
水
洗
化
の
促

進
に
努
め
た
結
果
、
水
洗
化
率

は
85
・
６
㌫
と
な
り
ま
し
た
。

　農
業
集
落
排
水
事
業
は
、
農

業
集
落
排
水
施
設
使
用
料
を
主

な
財
源
と
し
て
維
持
管
理
を
行

い
、
ま
た
、
県
の
補
助
金
を
主

な
財
源
と
し
て
処
理
場
の
設
備

更
新
を
行
い
ま
し
た
。

　農
業
集
落
排
水
施
設
は
、
市

内
農
村
部
14
地
区
で
汚
水
処
理

を
行
っ
て
お
り
、
全
て
の
地
区

で
整
備
が
完
了
し
、
供
用
し
て

い
ま
す
。

　供
用
区
域
内
で
水
洗
化
に
努

め
た
結
果
、
水
洗
化
率
は
86
・

１
㌫
と
な
り
ま
し
た
。

会計名 歳　入 歳　出 差引残額

国民健康保険 85億6,965 85億6,783 182

後期高齢者医療 21億5,434 21億5,335 99

介護保険 106億3,715 105億3,352 1億  363

公設地方卸売市場事業 1億2,662 1億2,519 143

汚水処理事業 1億  278 1億  188 90

合　計 215億9,054 214億8,177 1億  877

【特別会計決算の総括表】

項　目 公共下水道事業 農業集落排水事業

収益的
収支

（税抜き）

収入 23億8,668 9億7,590

支出 23億2,386 9億7,138

純利益 6,282 452

資本的
収支

（税込み）

収入 17億4,704 5億7,394

支出 27億3,903 9億9,379

不足分（※） 9億9,199 4億1,985

【下水道事業会計決算の状況】

※不足分は、当年度分の留保資金などから補てん

（単位：万円）

特
別
会
計

公
営
企
業
会
計

（単位：万円）
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全
項
目
で
健
全
化
基
準
を

ク
リ
ア

　財
政
状
況
が
良
好
か
ど
う
か

を
示
す
指
標
に
、
財
政
健
全
化

判
断
比
率（
４
分
類
）と
資
金
不

足
比
率
が
あ
り
ま
す
。

　国
が
示
す
こ
の
指
標
の
判
断

基
準
に
よ
り
、
市
の
財
政
が▲

健
全
団
体▲

早
期
健
全
化
団
体

（
要
注
意
状
態
）▲

財
政
再
生
団

体（
破
た
ん
状
態
）―
の
い
ず
れ

の
状
態
に
あ
る
か
、
ま
た
各
会

計
の
経
営
が
ど
う
い
う
状
態
に

な
っ
て
い
る
の
か
を
判
断
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　こ
の
指
標
の
う
ち
一
つ
で
も

基
準
値
以
上
に
な
っ
た
場
合

引
き
続
き

財
政
の
健
全
化
を
推
進

　本
市
全
体
の
地
方
債（
借
金
）

の
令
和
元
年
度
末
現
在
高
は
、

前
年
度
末
と
比
べ
、
お
よ
そ

６
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
主
な
基
金（
貯
金
）の

令
和
元
年
度
末
現
在
高
は
、
前

年
度
と
比
べ
、
お
よ
そ
９
億
円

減
少
し
て
い
ま
す
。

は
、
そ
れ
ぞ
れ
法
で
定
め
ら
れ

た
計
画
の
策
定
を
行
い
、
財
政

の
健
全
化
に
向
け
取
り
組
ん
で

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　本
市
で
は
、
基
準
値
を
超
え

る
項
目
は
な
く
、
財
政
状
況
は

健
全
で
あ
る
と
言
え
ま
す
が
、

今
後
も
引
き
続
き
無
駄
の
な
い

財
政
運
営
に
努
め
、
一
層
の
財

政
の
健
全
化
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

財
政
状
況

区　分 花巻市
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 ―  ㌫ 11.93 ㌫ 20 ㌫

連結実質赤字比率 ―  ㌫ 16.93 ㌫ 30 ㌫

実質公債費比率 9.3  ㌫ 25 ㌫ 35 ㌫

将来負担比率 81.2  ㌫ 350 ㌫

会計名 花巻市 経営健全化基準

公設地方卸売市場事業 ― ㌫ 20 ㌫

汚水処理事業 ― ㌫ 20 ㌫

【財政健全化判断比率】

【資金不足比率】
注 １…表中、各基準

は国が示した数値
です

注 ２…赤字額、資金
不足がない場合
は、「－㌫」で表し
ています

用
語
解
説

▲

実質赤字比率／普通会計（一般会計など）の赤字比率

▲

連結
実質赤字比率／市の全ての会計（普通会計・特別会計・公営企業
会計）を含めた赤字比率

▲

実質公債費比率／市の全ての会計に
一部事務組合などの会計を含めたもので、公債費の財政負担
を見るための比率

▲

将来負担比率／市のすべての会計と一部
事務組合などの会計に第３セクターなどの会計を含めたもの
で、普通会計が将来、財政負担する実質的な負債（借入金残高
など）をみるための比率

▲

資金不足比率／特別会計などの事業
の規模に対する資金不足額の比率

■地方債（借金）現在高の推移
※一般会計と特別会計・公営企業会計の合計額

1,100

1,050

1,000

950

0

（億円）

1,095
億円

平成18

973
億円

令和元

983
億円

平成27

985
億円

平成28

983
億円

平成29

979
億円

平成30

（年度末）

▲

決算や財政状況については、本館財
政課へお問い合わせください

▲

令和元
年度決算書、実施した事業の概要や成
果をまとめた資料は、本館財政課や各
総合支所地域振興課、各市立図書館、
各振興センターに備え付けているほ
か、市ホームページに掲載しています▲

市の職員が予算や決算などの説明に
伺う「ふれあい出前講座」もあります

決算などについて、詳しくは

令和元年度決算・財政状況/【問い合わせ】 本館財政課（☎41-3517）

・・・

・・・

■主な基金（貯金）現在高の推移
※財政調整基金、減債基金、まちづくり基金の合計額

160

120

80

40

0

（億円）

42
億円

平成18

127
億円

平成27

133
億円

平成28

134
億円

平成29

139
億円

平成30

130
億円

令和元

（年度末）

・・・

・・・


